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第 1節 研究の背景 
我が国における、知的障害のある人の子育て支援を扱った実証的研究は少ないが、2000





















障害者権利条約の第 23 条「家庭及び家族の尊重」においては、「家族を形成する権利 第
1 項（a）」及び「生殖家族を形成する権利 第 1 項（b）・親になる権利と責任 第 2 項」
が明記され、障害者の結婚や子育てに必要な支援を受けることが権利として謳われている。
しかし、2016 年に提出された「障害者の権利に関する条約 第１回日本政府報告3」では、









                                                   
1『障害者基本計画（第 4 次）』(2018－2023) 8.雇用・就業、経済的自立の支援 p44 













第 2節 問題の所在と目的 

























                                                   












































                                                   
5知的障害者の無性論については、河東田 2014『第 59 回ジェンダーセッション ハンディキャ
ップとセクシュアリティ』立教大学ジェンダーフォーラム年報第 15 号 68(河東田博他訳 1994
「知的しょうがいとセクシュアリティ」『四国学院大学論集』第 85 号、203)から引用した。 







































第 3節 研究の課題 
1．研究の課題 
第 2節で述べた問題関心を基に、本研究では作業課題 4つを以下のように設定する。 
〇知的障害者の性・結婚問題の変遷を文献研究から明らかにする。 
【課題１】 
                                                   










【課題 2】知的障害のある夫婦の子育ての困難を明らかにする（第 4章-1節） 













容認し断行することを主張していた実態についても検討した（第 2章第 1節） 
② 日本知的障害者関係団体、日本性教育協会が発行する機関誌（1950年代‐2000年 
代）から優生政策下における知的障害者の性・結婚に対する優生学的処遇（隔離・断種）
の実態とそれをめぐる議論について解明した。（第 2章第 2節） 
 













【課題 4】インタビュー調査（第 4章-3節） 
  害者就業・生活支援センターを設置する法人組織にみる 2法人の先駆的実践の方向性 
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て、療育手帳を持つ夫婦 8 組と支援機関の職員 3 名を対象に半構造的インタビュー調査を
実施した。課題 3 について、知的障害のある親をもつ成人した子どもと子どもの母親、子

























 図 序‐1：研究の枠組み                                                                                
   
                                                                                 
                                              
                             
                                    
                                                  
                           
                                                                                     
                                                  
                               
                                                                               
                            
                    
  
時代による知的障害者の権利に関わる体制の推移                        
 















て長年にわたって行った強制不妊手術は、憲法が保障する人権（憲法第 13 条、第 14 条、





























育ての困難 【課題 2】 




































































































































































































































































































































































































































































我が国は、同条約の批准に向け、2011 年 8 月に障害者基本法を改正した(以下、改正基
本法)。また、改正基本法に則って障害を理由とする差別の解消の促進に関する法律（以下、
障害者差別解消法）を 2013 年 6 月に新たに制定し、障害者の雇用の促進等に関する法律




利に関する条約 第 1 回日本政府報告」9の第 23 条に関する報告では、「憲法第 24 条にお
いて婚姻の自由を規定している」との説明の他、障害者総合支援法の地域生活支援事業で
「福祉に関する様々な問題」の対応機能等の法律の紹介にとどまっている。障害のある人





ものをいう」と規定されている。第 5 条第 3 項（必要性）「締約国は、平等を促進し、及び差
別を撤廃することを目的として、合理的配慮が提供されることを確保するためのすべての適当
な措置をとる」と規定 









題 4）は、実態調査・事例的調査を中心に行う。知的障害のある夫婦 8 組の子育てにおけ
る困難を実践から明らかにする（課題 2）。さらに知的障害のある親を持つ子どもの困難を
明らかにし、家族への支援ニーズを考察する（課題 3）。各 A、B 法人組織にみる支援実践
の方向性と内容を明示する（課題４）。また、親性の取り組みについて本論では課題 2、課








































図 序‐2： 論文の構成 
 
【序 章】研究の背景、問題の所在と目的、研究の課題、研究の枠組み 
【第 1 章】知的障害者福祉の変遷と課題 
 
         
       
                                            
     
               
                                      
 
     
     
         
     
 
       
        
     





















【終 章】本研究における成果から、親性獲得へ具体的な支援論の提示  






































































































第 1章 知的障害者福祉の変遷  
 
































11 国民の基本的権利の一つとして「教育を受ける権利」を定めた日本国憲法が 1946（昭和 21）













覚者たちの個人的な実践に支えられた支援であった（第 2 章第１節に記載）。 
戦前においては、知的障害者福祉制度や施策は見られず、知的障害児施設の年齢延長で

























むと批判された用語も、1999 年（平成 11）年 4 月に「知的障害」に改正されるに至った。






                                                   
13 国民学校令のもとで「身体虚弱、精神薄弱その他心身ニ異常アル児童ニシテ特別養護の必要






















































念の構造である。WHO が 1980 年に採択した「国際障害分類（the International 
























障害者権利条約）の採択に到達した。“Nothing about us without us”(「私たちを抜きにし
て、私たちに関することを決めないで」)を合言葉として、この条約は世界的に大きな歴史



























障害者権利条約が、国連で採択された。日本は、2007 年 9 月にこの条約に署名した。日
本政府は条約批准に先立ち、2009 年から障害者制度改革を推進し国内法の整備に取り組ん
だ。障害者基本法改正（2011 年 8 月）、障害者雇用促進法改正（2012 年 6 月）、障害者総
合支援法制定（2012 年 6 月）、障害者差別解消法制定（2013 年 6 月）等、これら一連の
法改正を終えて 2013 年 11 月衆議院本会議、同年 12 月の参議院本会議において、全会一
致で承認され、2014 年 1 月に障害者権利条約の批准書を国連に寄託、同年 2 月に我が国







                                                   
14 社会権規約（A 規約）：1966（昭和 41）年に国連で採択された「経済的、社会的及び文化 
的権利に関する国際規約」 
15 自由権規約（B 規約）：1966（昭和 41）年に国連で採択された「市民的及び政治的権利に関
する国際規約」 
 上記の社会権規約と自由権規約は、「国際人権規約」と呼ばれている。人権に関する国際規範
の中でも最も基本とされているもの。権利条約の審議過程で共有された「Nothing About Us 
Without Us（私たち抜きに私たちのことを決めないで）」というフレーズはこの A 規約、B




















我が国は 2018 年 1 月に仙台地裁から始まった優生保護法被害に対する国家賠償請求訴
訟を契機に、「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一時金の支給等に関す






















                                                   









































                                                   
18 憲法第 22 条第 1 項：居住・移転及び職業選択の自由；何人も、公共の福祉に反しない限り、
居住、移転及び職業選択の自由を有する 
19 千葉県：障害のある人の不動産取引に係る問題の検討会（2011：3 月） 
 https://www.pref.chiba.lg.jp/shoufuku/shingikai/suishin/fudousan/index.html/2019/11/23 
20井上・郷間（2001）『知的障害者の結婚と性に関する研究調査』対象；知的障害者 33 名（療
育手帳 A6 人、B24 人、不明 3 人）半構造面接法 
20 
 













































































                                                   
23 McCarthy. W and Fegan.F （1985） Sex Education and the Intellectually Handicapped
－A Guide for Parents and Care Givers 飯田貞夫、山田勝弘訳（1985）『ちえ遅れの人の
性教育』学苑社 
24 「指定知的障害者更生施設等の設備及び運営に関する基準」（厚生労働省令第 81 号 2002 年















































第 2章 知的障害者の性・結婚観の否定的要因をめぐる歴史的変遷 
                                     
第 1節 優生思想が知的障害者の性・結婚観に与えた影響 





























67 回帝国議会に提出した。しかし、審議未了となった。これと前後して、1934 年の第 65
回帝国議会における荒川五郎代議士、そして 1937 年の第 70 回帝国議会における八木逸郎
代議士によって民族優生保護法案が提出されたが、いずれも審議未了に終わっている（厚








































































 平田（2004：637）は、わが国では 1918 年頃から先駆的な知的障害者施設経営者に優












































































て約 300 組みを選び表彰し且結婚後 5 年以内の出産に際して祝い金を差し上げる」（藤野






































優生保護法は 7 章 39 条からなる法律であり、その内容は優生学的見地から生殖能力を
除去する「優生手術」（優生保護法第 2 章）と、母性保護の見地から受胎後胎児が出生す
る前に人工的に母体外に排出する「人工妊娠中絶」（優生保護法第 3 章、第 14 条。以下法
第何条と示す）が中心を成している（末広敏昭 1984：5）。優生手術は、医師と本人及び


















                                                   
27 優生手術とは、生殖腺を除去することなしに、生殖を不能にする手術で命令をもって定める
ものをいう（旧優生保護法第 2 条第 1 項） 
＊「命令をもって定める」という優生手術の術式（旧優生保護法施行規則第 1 条）は 4 つの術
式に限定される。精管切除結さつ法、精管離断変位法、卵管圧ざ結さつ法、卵管間質部けい状
切除法と定められこれ以外の術式では違法となる（末広 1984：14）  
28人口妊娠中絶とは、胎児が母体外において、生命を保続することのできない時期に、人工的









































                                                   
29毎日新聞「障害者から正常子宮を摘出 3 例、医師が認める－国立大学付属病院 「障害者































おそれのあるもの」（法第 3 条第 1 項）及び「現に数人の子を有し、かつ、分娩ごとに、
母体の健康度を著しく低下するおそれのあるもの」（法第 3 条第 2 項）という、母性の生
命健康の保護を目的としたものに限定された（末岡 1996：34）。また、人工妊娠中絶にお
いても、遺伝性疾患等の防止を目的としたものが削除され、「妊娠の継続又は分娩が身体的
又は経済的理由により母体の健康を著しく害するおそれのあるもの」（法第 14 条第 1 項）
及び「暴行若しくは脅迫によって抵抗若しくは拒絶することができない間に姦淫されて妊





                                                   
30  この法律で不妊手術とは、生殖腺を除去することなしに、生殖を不能にする手術で厚生 





































































我が国は 2018 年 1 月に仙台地裁から始まった優生保護法被害に対する国家賠償請求訴
訟を契機に、「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一時金の支給等に関す
る法律（以下：強制不妊救済法）」が 2019 年 4 月 24 日国会で成立し、公布・施行された。






Boland 1997：pp.19‐49）。国連が 1994 年 9 月にエジプトのカイロで開催した国際人口開発
会議（ICPD：International Conference on Population and Development）（カイロ会議）に
おいてカイロ行動計画では、リプロダクティブ・ライツと人権は密接に関係しており、リプロ
ダクティブ・ライツの行使は、性差別を撤廃し、両性の平等を達成することにかかっているこ














































                                                   











































調査対象となる発行期間は、『手をつなぐ』が 1956 年 4 月（no.1）～2011 年 9 月（no.667）
の 55 年間、『サポート』が 1954 年 9 月（no.1）～2011 年 9 月（no.656）の 57 年間、『現
代性教育研究／月報』が 1972 年 5 月～2011 年 3 月（『現代性教育研究』no.1～no.58、『現








表 2-1 各機関誌における優生政策と知的障害者の性・結婚に関する記事数とキーワード 











































































































































































































































































（5）1990 年代－脱優生政策と肯定的性・結婚観／性・結婚支援模索期  
 1996 年優生保護法が廃止され母体保護法となった。約半世紀にも及んだ優生政策は法律
条文から優生条項が削除されたことではたして終焉を迎えたのであろうか。 











































































































                                                   






























































































































































































































































                                                   





2014『第 59 回ジェンダーセッション ハンディキャップとセクシュアリティ』立教大学ジェ
ンダーフォーラム年報第 15 号 68（河東田博他訳 1994「知的しょうがいとセクシュアリティ」















































第 3 章 知的障害のある親の子育て支援に関する国内外の研究の動向 
 











まず、室橋の指摘した「結婚の 4 条件」の傾向からみる。 
 

















































済生活を維持するのに足りない分は障害年金なり生活保護を受けてもよい」と反論した。                                                            
（大井 1977：87）。 
 








                                                            （大井 1977：87）。 
























































































                                                   
38 第 4 章 第１節 知的障害のある夫婦の結婚・子育て支援に関する研究－結婚生活で生じる





第 2節 知的障害のある親の子育て支援に関する日本の動向 
知的障害のある親の子育て支援に関する先行研究は少ないが 2000 年頃から報告される































































































































第 3節 知的障害のある親の子育て支援に関する国外の取り組み  
海外の研究活動では、イギリスの Craft and Craft（1988；マイケル・クラフトとアン・
クラフト）39と Booth and Booth （1994、1998；ティム・ブースとウェンディ・ブース）
40に焦点を当てる。彼らは、知的障害のある親の子育て支援について先駆的に取り組んで
きた。彼らの研究から支援について示唆を得たいと思う。 
まず、Craft and Craft（1988）の研究は、45 組の障害者夫婦を対象に実証的研究を行
っている。45 組の夫婦は、双方または片方が知能指数4170 以下の知的障害者である。また、
18 人は二つ以上の障害をもつ重複障害者である。なお、3 人の夫は知能正常だが、若干の





















                                                   




40 T .Booth は、妻の W. Booth と共に、英国シェフィールド大学で知的障害のある子育て支援
に関する研究を約 20 年間行ってきた（岩田 2004）。Booth らは、子育て支援の研究プロジェ
クトを“Supported parenting”と名付け、援助者が子育てにかかわる時の原則を研究した。本節
については、Booth and Booth「Rarenting Under Pressure‐Motyers and Fathers With 
Learning Diffculties‐」（1994）、「Growing Up With Parents Who Have Learning 
Difficulties」（1998）と岩田（2004） に基づく。 


















































を引用し示す。岩田（2004）は、知的障害のある親の子育て支援に関する Booth and Booth






ことで彼らは安心して子育てが出来るというのが Booth and Booth の研究の視点である」
（岩田 2004：48）と説明する（表 3-1）。 
 
表 3-1  Booth.T and Booth. W の研究の視点 
 
                   （出典：岩田 2004：48） 
表 3-2 子育てと社会的支援モデル 
 

























































筆者の研究においては、知的障害のある親の子育て支援について Craft and Craft や































第 4章 知的障害のある親の子育て支援の視座 
 


























下、A 機関、B 機関、C 機関とする）においてそれぞれ支援を受けながら地域で結婚生活
を送っている知的障害のある夫婦を対象とした。調査対象者の選定は、夫婦ともに療育手
帳を持ち、インタビューの内容が理解できる夫婦という条件で各福祉機関に依頼した。選
定の結果、調査対象者は A 機関・4 組（夫婦 2 組、子育て夫婦 2 組）、B 機関・3 組（子育
て夫婦 3 組）、C 機関・11 組（夫婦 8 組、子育て夫婦 2 組及び父子家庭 1 組））であった。 
                                                   
42 データは、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部「平成 28 年生活のしづらさに関する調







本研究ではこのうち、子どもをもつ夫婦 8 組（父子家庭 1 組含む）を対象とした。そし
て、8 組の子育て家族を支援する機関の生活支援ワーカーにも 8 組のインタビューの回答

































 調査対象者 8 組の基礎情報は、以下のとおりである（表 4-1）。夫婦の年齢は、20 代か
ら 50 代と幅広い年齢の対象者となった。夫婦の平均年齢は、夫が 45.4 歳、妻が 40.9 歳
であった。各家庭の子どもの人数は、8 家族中 7 家族が 1 人と一番多く、1 家族だけが 2
人の子どもを育てていた。子どもの年齢は、乳児から成人した女性までとなっており、保




免許を取得し、1 人は仕事で車を使い他の 4 人は職場までの通勤、子どもの保育園の送迎、
買い物などに使用していた。結婚年数は、A 夫婦 15 年、B 夫婦 14 年、C 夫婦 12 年、D
夫婦 20 年、E 夫婦 9 年、F 夫婦 5 年、H 氏は、結婚 18 年後に父子家庭となった。住環境
は、グループホーム（以下、GH と表示）、アパート、マンション、市営住宅、県営住宅で
ある。全ての住宅は賃貸で、マンション、アパートの家賃は、5 万から約 7 万、GH、市営
住宅、県営住宅は約 2 万円である。障害者年金は 1 名のみ受給がなく他は 2 級を受給して













A（妻） 40 代 中度 




B（妻） 40 代 中度 








C（妻） 40 代 軽度 







D(妻） 50 代 重度 
















F（妻） 20 代 
軽度 
自動車免許有 




G(妻） 20 代 軽度 




自動車免許有 18 年 
 
表 4-2 各機関支援者の経験年数 
機関 性別 年齢 
知的障害者の結
婚支援経験年数 
A機関職員 女性 40 代 16 
B機関職員 女性 60 代 10 


































































































表 4-3 知的障害のある夫婦の結婚前から結婚後・子育てにおける困難 


























































































































位は、11 項目だった。また、4 つのサブカテゴリー、3 つのカテゴリーを抽出した。カテ
ゴリーは【】、サブカテゴリーは《 》、コードは()で表記した。また、分析結果である夫
婦の困難と支援実践との展開について支援者の語りを「 」で示しながら説明した。合わ
せて支援機関である A 機関、B 機関、C 機関の支援者の語りをそれぞれ A、B、C と表示。
3 つのカテゴリーは【結婚までの支援】、【結婚後の生活支援】、【子育てにおける親性獲得
への支援】であった。 



















































「出来るだけ早く 1 歳までに保育園に入れている」（A.B.C）は、3 機関共通していた。早
期保育園の活用は、子育ての相談が出来る環境と、保育園による子どもの発育指導に期待
していた。（子どもの健康と安全を見守る）では、「小学校に上がるまでは、子どもの突発























表 4-4  機関の支援実践 
































































































































































































を持つ 8 家族を分析対象とした。本稿を踏まえ、地域で困難が軽減/緩和される生活を導く 






















































面接調査日は、近藤さん 3 回（第 1 回目；2014 年 11 月・第 2 回目；2016 年 6 月・第 3















































































































 筆 者：ご両親が、他の人と違うと感じたのはいつ頃ですか。 

















































































































































































































表 4-5 近藤さんの生活史 
カテゴリー 近藤さん・林さん・近藤さんの母親の語り ()は補足、《 》は筆者 
























































































































































































































































































に取り組めているのか、この節では A 会、B 会の調査全般を通じて、A 会、B 会としての
課題を明らかにする。 
尚、本研究は、立教大学コミュニティ福祉学部倫理委員会の承認を得て実施した(承認




障害者就業・生活支援センターを設置する障害福祉サービス事業所内型 2 ヶ所   
各法人の担当責任者及び生活支援員  
①社会福祉法人 A 会 共同生活援助事業：理事 1 名、支援主任 1 名、支援員１名  






【社会福祉法人 A 会】 
（調査日：2018 年 7 月 24 日、調査場所：法人会議室、調査時間：約 3.5 時間） 
【社会福祉法人 B 会】 
（調査日：2018 年 8 月 6 日、調査場所：法人会議室、調査時間：約 5.5 時間） 
 
2．結果 
（1）社会福祉法人 A 福祉会  
1）社会福祉法人 A 福祉会の主な概要 
社会福祉法人 A 福祉会（以下、A 会）は、1976 年 3 月 31 日発足。2018 年で設立 42
年。職員総数約 400 名。事業数 21 事業（第二種社会福祉事業；保育園事業 6 事業、高齢

























































⑤ A 会の今後の課題 
 A 会は、地域で生活する 2 組の生殖家族（以下、A 家族、B 家族）を支援の対象外であ
るが見守っている。A 家族、B 家族には、それぞれ青年期の子どもが知的障害のある親と
生活を共にしている。A 家族の長男（以下、C）は、就職し、B 家族の長女（以下、D）は
学生である。C と D は、共に非障害者である。C と D の生活は、知的障害のある父や母を
支え、それぞれの兄弟・姉妹たちの支えにもなり、家庭を支えている面がある。親の非障
害者の子どもへの依存が考えられることから、支援者は、今の生活は、C と D の自立の機
会を妨げているのではないかと青年期にある子どもの今後の自立問題を課題としている。 
 
（2）社会福祉法人 B 会 「結婚推進事業」（法人独自事業） 
1）法人の主な概要 
社会福祉法人 B 会（以下、B 会）は、1977 年 10 月 28 日発足。2018 年で設立 40 年と
なる。職員数 564 名（H30.2.9 現在）、支援対象者数 878 名（H30.2.9 現在）。実施事業








を発足。GH の世話人 3 名の専任職員を配置。2009 年から、具体的な事業内容は、「出会
い・合コン（婚活）」「スキルアップスクール（社会学習支援）」「夫婦・パートナー生
活の応援」「子育てサポート」の 4 つの支援を開始。 
②具体的な支援の方向（結婚・子育て支援） 
 支援体制として、「結婚推進事業」に専任職員（3 名）を配置。「結婚推進事業」と協


























































母体法人による A 会、B 会それぞれの強力な種々のバックアップであった（ノウハウなど
のソフト面、構造的な支援体制、専門職との連携等）。知的障害者の支援を重ねていく中
































































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                            
（2）自立生活援助事業における縦割り制度の弊害等の課題と期待される役割への要望 
 次に、B 会から出された自立生活援助事業について論じる。 
障害者総合支援法（法第 5 条第 16 項）に規定される、自立生活援助事業は、地域生活






















































































することにより母親としての自覚・意識が形成されていった事例となった。B 会は 8 組の










終章 研究の成果と今後の課題－知的障害のある親の子育て支援論  






示を試みることを 2 つ目の目的とした。 

























































































































第 2 節 知的障害のある親の子育て支援論の提示 
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